
国家戦略特区等提案様式 募集期間：平成２７年４月２８日（火）～６月５日（金）１７時まで

・介護保険事業計画等に定めら
れた定員数にすでに達している
か、又は当該申請に係る指定等
によってこれを超える場合、その
他計画の達成に支障が生じるお
それがあると認める場合には、
都道府県知事・市町村長は事業
者の指定等をしないことができる
こととされている。

・老人福祉法第15条第
６項

・老人福祉法第15条第６項の特
例として、特区において都市部の
高齢者を受け入れる際には、「都
道府県老人福祉計画」の定員数
を超過しても、施設整備したうえ
で受け入れて良いものとする。

・法令上、「指定介護老人福祉施
設は、正当な理由なく、指定介護
福祉施設サービスの提供を拒ん
ではならない。」と規定され、特別
養護老人ホームの利用は、特定
の市町村の住民に限定されては
ならず、広域的に利用されるべき
ことが定められ、特定の地方公
共団体の住民が優先的に利用で
きるようにすることは、介護保険
法上許容されないとされている。

・指定介護老人福祉施
設の人員、設備及び運
営に関する基準第４条
の２

・指定介護老人福祉施設の人
員、設備及び運営に関する基準
第４条の２について、特区におい
て都市部の高齢者を受け入れる
際には、「都市部の高齢者である
こと」を施設入所の要件として設
けても構わないこととする。

・他の都道府県の要介護被保険
者に係る特養入所必要人数を双
方の都道府県が把握したうえ、
当該都道府県及び市町村が合
意するのであれば、それぞれ介
護保険事業計画に記載すれば、
必要入所定員総数の調整を行う
ことは可能とされている。

・介護保険事業に係る
保険給付の円滑な実施
を確保するための基本
的な指針（厚生労働省
告示第70号）第３の２の
２

・特区においては、入所者の意思
にさえ反していなければ、「特別
な事情」を理由として都道府県及
び市町村の介護保険事業計画に
記載していなくとも、都道府県の
区域を越えて高齢者を受け入れ
ても良いこととする。

⑤具体的な事業の実施内容
（必須）

管理番
号

（事務
局記入
欄）

①提案主体の氏
名

又は団体名
（必須）

③提案名
（必須）

④事業の実施場所
（任意）

46
山形県舟
形町

都市部高齢
者受入事業

山形県舟形
町

町の廃校となった小学校跡地を社会福祉法
人に無償貸与し、80床（概ね地方向け50床、
都市部向け30床）規模の特別養護老人ホー
ムを整備する。この施設において都市部の
要介護者を受け入れることにより、都市部で
は、土地不足による介護施設整備の遅延や
介護待機者の増加等の課題の解消が図ら
れる。さらに、地方においては、新たな介護
施設の整備により雇用の創出が図られ、人
口増対策にもつながるものである。今、ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略においても、都
市部から地方への新しいひとの流れをつくる
政策として、都会の高齢者が地方に移り住
み、健康状態や経済的に自立した社会生活
を送れるしくみの創出が検討されている。地
方の特色を活かした施設環境の中で安心し
た老後を送る実地対応としての「舟形ふるさ
と特養実証モデル事業」を実施したい。

・都市部からの入所を見込んでの介護施設
整備は、舟形町の人口増対策の一端を担
う。加えて新たな雇用の創出も見込まれ、地
域の活性化が図られる。
・地方における雇用創出は若者の都会流出
を抑制し、「地方創生」のねらいの一つであ
る都市部への人口集中の是正に資する。
・舟形町の空き校舎は無償で提供するた
め、都市部の自治体は自前での施設整備と
比べ、経費の節減ができる。
・介護報酬算定の基本的な仕組みの中で
は、山形県は「その他」に位置付けられてお
り、例えば「1級地」は、地域区分が山形県よ
り20％高く設定されている。また、各種の
サービス単価も「１級地」は「その他」より0.9
～1.4％程高くなっている。そのため、地方で
の入所者の介護費用は都市部より安価であ
り、都市部の高齢者を地方で受け入れるこ
とは国全体の社会保障費の節減につなが
る。
・舟形町の基幹産業は農業であることから、
介護施設に新鮮な物を安く提供できるため
入所時の食費の軽減が図られ、また、地元
における地場産品の消費拡大も図られる。

⑥　⑤の事業を実施した場合に想定される経済的社会的効果
（必須）

⑫特記事
項

（任意）

⑦　「⑤」の事業の実施を不可能又は困難とさせてい
る規制等の内容

（必須）

⑧　「⑦」の規制等の根拠法令等
（必須）

⑨　「⑦」及び「⑧」の規制・制度改革のために提案す
る新たな措置の内容

（必須）


